新規就農者（自営就農者）

支援の指針
（Ｈ25年度版）
兵庫県立農林水産技術総合センター
企画調整・経営支援部
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1. 自営就農者に必要な資質・能力について
· 独立心が強く、経営者スピリットと根性が必要。
· 豊富な資金力（目安として６００万円以上）。

· 標準レベル以上の技術力。

· 必要な資質とは・・・

熱意、意欲、行動力、素直さ、研究心、健康・体力、忍耐力、農村好き、おおらか、努力家、

順応性、協調性、意志が強い
· 就農前に改めるべき考え方や態度とは・・・

極端にビジネスライクな考え、拝金主義、個人主義、協調性がない、知ったかぶり　　　　　　　　無責任、消極的、農業に関する知見や知識が少ない、依存心が強い、先の見通しが甘い

　　　　抽象的、悲観的
· 就農者にふさわしい見識を持っているかどうかを確認する。

　　　　　　①　食の担い手という意識がある

　　　　　　②　食の安全に関する意識が高い

　　　　　　③　農業技術に関するプロ意識が高い

　　　　　　④　環境保全に関する意識が高い

　　　　　　⑤　地域に貢献しようとする気構えがある

2. 事前準備と就農前の研修について
· きちんとした研修先で適正な研修を最低１年以上受けている。
· 適正な研修を未受講である場合や、他地域での就農希望の場合は、ひょうご就農支援セ　　

ンターに協力を依頼し、研修や事前準備ができるよう取りはからう。
· 研修については、座学だけでなく、実践的な農業経営について学んだ経験があることを重視
すること。
【注】青年就農給付金（準備型）の給付要件として次のことが定められている。

①　県が認めた研修機関、先進農家、先進農業法人で概ね１年以上（１年につき概ね

1,200時間以上）研修する。

②　県が認めた研修機関には農業大学校、楽農生活センターが該当する。
③　県が認めた先進農家には、離陸加速事業の受入農家等が該当する。
· 農地確保について

1 　農地の借入についてアドバイスする（安易に購入しないよう注意を促す）。
2 　農業委員会や農業会議など農地に関する専門機関を知らせる。
· 機械・施設の確保について

①　安易に新品の機械購入を勧めるのではなく、中古品、新古品等の掘り出し物の活用（展示会、払い下げ品等）を図る。ただし、耐用年数切れの物品は補助対象や制度資金対応の要件を満たさない場合があるので注意すること。
②　設備投資の成否は経営の生命線であるので、「安くて良い品を！」を絶えず意識し、掘り出し物情報を得る人脈形成に努力すること。
3 　機械の置き場、作業場の確保に留意する。
4 　長期借入の無利子資金を活用する。認定就農者となり就農支援資金を活用する。
5 　補助事業を活用する

　　　　　　　　　ア　経営体支援事業の新規就農者補助事業（農業機械等導入の初期投資軽減：補助率1/2以内（400万円上限））

　　　　　　　　　イ　農畜産業機械等リース支援事業の畜産新規就農等支援型（リース料のうち物件価格の相当を1/2以内）

3. 紹介就農先についてのチェック事項

· 栽培品目により有利な地域。
　　　生産から販売までのシステムができあがっている地域の事例
　　　『単一経営でも強い品目』

（例）　　①　南あわじ市のレタス　
②　神戸市の軟弱野菜　
③　神戸市西区の直売野菜

④　北淡路のいちじく

⑤　津名郡一宮町のトマト

『複合経営で強い品目』
（例）　　①　丹波篠山の黒大豆枝豆
②　ＪＡ但馬のピーマン
· 師匠となる農家がいる地域。
①　就農スタートアップ支援事業の親方農家

②　離陸加速事業の受入農家

③　新規就農促進モデルファーム設置事業の実施主体

④　農業経営士など後継者指導に実績のある農業者

· 農業青年クラブや青年農業者組織活動の活発な地域。
①　クラブ員だけでなく、青年クラブＯＢなど、関連する人脈の活用も図る
②　クラブや組織内に新規就農者の受入体制ができるよう配慮しておく
③　同年代の仲間づくりは、新規就農者にとって大変重要であることを理解させること。
· 農業の「志」を同じとする農家のいる地域。
生産技術、販売に関する実践的な情報が仲間から得られる。
（例）　　①　丹波ブルーベリー研究会
②　おおや高原有機野菜部会
· 支援体制の整っている地域。
①市町の単独事業がある。
②モデルファームが設置されている。

③地域農業再生協議会（人・農地プラン作成）が充実している。
· 農地が賃借・取得しやすい地域。

①神戸市「農地バンク」などの取り組みの活用
②地域リーダー、青年クラブ、関係機関など「人脈による情報網」の活用
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1. 新規就農時のポイント

· 農地確保と選定について
　　　　　次の点を参考に、借り入れる農地の条件を精査する。
　　　　　　①　経営に必要な農地面積の把握（売上が確保できる農地面積）。
　　　　　　②　生理障害の出ない、きれいな用水が１年中確保できる。
　　　　　　③　排水性が良い土壌である。暗渠が設置されているのがベター。
　　　　　　④　進入路が舗装されており、輸送時に収穫物の傷みが生じない。
　　　　　　⑤　日当たりが良く、風当たりは強くない。
　　　　　　⑥　南北に畝が立てやすい、長辺が南北方向にある。
　　　　　　⑦　畑雑草が少ない。いざというときには湛水状態化で抑草できる。
· 資金の確保について
①　営農資金と生活資金に区分した資金計画を持っている。
②　１年間収入無しでもやりくりできる生活資金を持っている（果樹経営は３年間必要）。
③　所得のある家族がいる。
④　資金援助をしてくれる応援者（親族）がいる。
⑤　営農資金において、初期投資以外に１年間は賄える運転資金が確保できている。
· 住宅の確保について
　　　　　　①　就農当初は生活資金を圧縮するという点で住居費に多くを費やさない。
　　　　　　②　安い賃貸物件情報を日頃から入手しておく。
　　　　　　③　農家の空き屋やＪＡの管理不動産等を活用する。
　　　　　　④　住宅は、助成事業等の交付申請を考慮すると就農地と同一の市町が望ましい。

　　　　　　⑤　やむを得ず通勤農業になる場合も、片道３０分以内で行ける距離を目安とする。
· 技術の習得について
　　　　　　　　①　技術を学ぶことのできる良好な人間関係（師匠、仲間、関係機関）を作っている。
　　　　　　　　②　技術研鑽できる機会がある（講座、部会活動、研修会、視察）。
　　　　　　　　③　自己評価できる機会がある（共励会、定例会、市場出荷）。
　　　　　　　　④　生産技術に関する記録と活用を図ること。
· 販売先の確保について
　　　　　　①　既存ルートの活用（生産部会・出荷組合への参加や師匠や仲間の販売ルートに便乗）。
　　　　　　②　自ら販路開拓（農産物直売所、飲食店への飛び込み訪問、宅配）では、営業活動時間を計画に盛り込むこと
· 家族の了解を得る
　　　　　　　　①　農業と農村生活は分けることが難しい。
　　　　　　　　②　地縁組織と機能組織の一体化（自治会と農会、農地や水利）。
　　　　　　　　③　近所付き合いの必要性（公的機能と私的機能が混同）。
2. 就農者の生産計画を検討する

(1) 作目の選択について

生産意欲をもてるか？→興味を持てる。性分に合っている。
生産環境に合っているか？→気候や土質に合っているか（丹波ヤマノイモ、御津町大根）
販売環境が整っているか？→実績のある販売ルートが確立できているか（淡路レタス）
労働力は足りているか？→作業期間、作業時間、その他必要時間（配達、仕入れ）が把握
できているか

生産規模は適正か？→売上額、面積、作型、作付け回数などが把握できているか
(2) 作業計画について

　　　　全体の作業量を無理なく増やす→売上を高める、働いた分だけ稼ぐ

　　　　作業の分散を図る→作業の集中を回避し、分散させることで作業量を確保する

　　　　作業の質を検討する→簡素化しやすい作業、しにくい作業を見極める

　　　　　　　　　　　　　　　　　　→省力化しやすい作業、しにくい作業を見極める

　　　　　　　　　　　　　　　　　　→雇用労働をアテにできる作業、できにくい作業を見極める
(3) 作型をシミュレーションしてみる
　　　　　　　　「こらぼ」を活用する。複数の作型を検討する際は、作業の集中と分散の検討が非常に重要となる。（この点について「こらぼ」のパフォーマンスは高い！）。
～参考事例：新規就農者（Ｉ町キャベツ専作経営）と認定農業者（Ｍ市レタス中心複合経営）との比較より～[image: image4.emf]労力グラフ
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図１：新規就農者の月別労働グラフ　　


フ

　図３：認定農業者の月別労働グラフ

図４：認定農業者の月別資金繰りグラフ

新規就農者の損益試算

販売金額合計　　　　　　　　　　　　　　７，９５６，６００円

費用計（但し固定費は含まない）　　　５，２５９，４６５円

限界利益　　　　　　　　　　　　　　　　　２，６９７，１３５円
認定農業者の損益試算

販売金額合計　　　　　　　　　　　　　１６，２１５，９００円

費用計（但し固定費は含まない）　　　６，２４９，９７７円

限界利益　　　　　　　　　　　　　　　　　９，９６５，９２３円
①労働時間について

上記の図１より新規就農者の月別労働時間のピークは５月で530時間程度、これに対し図３の認定農業者の月別労働時間のピークは２月で同じく530時間程度となる。いずれも家族２人労働でこなせる労働時間であり、ピーク時の月労働時間は同様である。一方新規就農者の労働時間は月ごとの繁閑がはっきりしているのに対し、認定農業者は８月の猛暑時期以外は労働分散されていることがわかる。年間労働時間の合計は新規就農者で2,153時間、認定農業者で4,475時間となる。認定農業者はレタスの作型を多くすることで、労働分散を図り、無理なく全体の労働量を確保することで生産活動量を高めている。

　②損益計算について
　　　販売金額の合計額に対する限界利益率は、新規就農者で33.9％、認定農業者で61.5％である。認定就農者の限界利益9,965,923円は新規就農者の2,697,135円の約３．７倍に相当する。年間労働量が約２倍であることから、認定農業者の利益率の高さが顕著である。
　③資金繰りについて

　　　図２より、新規就農者は５月、11月に返済のピークがあり、11月が1,133,411円と最大である。これに対し図４で認定農業者は９月、11月にピークとなり、９月の707,884円が最大である。労働時間と同様に、資金返済に関しても認定農業者は年間を通じて分散できていることが明らかであり、資金繰りが楽であることが推察できる。

(4) 単一品目経営と複合品目経営

『単一経営の特徴』
メリット：技術追求がしやすい。早期の技術確立が望める。経営管理しやすい等。
デメリット：天候、災害、市場相場がくずれた時の経営ダメージが大きい。
『複合経営の特徴』
メリット：単一品目経営のデメリットについて、リスク分散が可能である。
デメリット：学ぶべき技術が多くなるため、早期の技術確立は困難になる可能性あり。
3. 販売計画を検討する

· 市場出荷主体と直売主体

　　　　　　　　『市場出荷主体型の特徴』
　　　　　　　　　ＪＡなどの集出荷団体を通す方法と個人で直接出荷する方法がある。新規就農者は市
場における信用力が無いため、集出荷団体を通す方法がベター。出荷手数料がかかるが、販売代金が指定口座に確実に振り込まれるため、代金回収業務が省ける。最大のメリットは大量出荷が可能となることであり、出荷作業に関するストレスが軽減できる。出荷規格が明確なため荷姿や品質へのこだわりが求められ、営農指導員等のアドバイスを受ける機会があり、早期に技術レベルが向上しやすい。まず、生産技術の向上に専念したい場合は市場出荷主体型が好ましい。

　　　　　　　　『直売主体型の特徴』
　　　　　　　　　直売販路は次のタイプに分けることができる。

①農産物直売所　

農協ファーマーズショップが代表的。その他、地元直売所供給者も多い。新規就農者の直売方法として実践的である。手数料は10～20％程度であり、売れ残り品については持ち帰りとショップ引き取り方式とがある。供給過剰になると売れ残ることも多く、出荷時期と出荷量および販売価格の調整が必要。

②スーパーマーケット等のインショップ方式
集客力が高いため、安定的な販売量に期待が持てる。ただし、手数料は30～50％と高い設定である。新規就農者が個人的に商談することは難しく、まず実践している部会やグループに参加することから始める。

③インターネット販売

新規参入者の計画に盛り込まれがちな販売方法であるが、成功者は極めて稀である。実践者の意見としては、代金回収やクレーム処理に気遣いが多く、ホームページの更新に手間がかかる。生産活動に集中できない原因となるなら、新規就農者においては避けた方が無難である。　

④会員制（オーナー制含む）　

これも新規参入者の計画にありがちな方法である。まず、高い生産技術力が前提であるが、顧客対応が難しく、気遣いが多いので避けた方が無難である
⑤観光農園　

果樹、イチゴ栽培などで事例の多い方法である。集客方法に工夫が必要であり、経営センスが問われる。また、広告費も相当額必要である。

⑥ホテルや飲食店等と契約

作物の品質が非常に高いことと、弛まぬ営業活動を必要とする。

4. 資金計画を検討する

· 自己資金と借入金

新規就農者貸借対照表例

	資産
	流動

資産
	当座

資産
	１０，０００，０００
	負債
	流動負債
	農協営農資金

２，０００，０００

	
	
	その他

流動資産
	
	
	固定負債
	就農施設投資金

１０，０００，０００

親から借入

３，０００，０００

	
	固定資産
	有形固定資産
	ハウス等

１０，０００，０００
	資本
	元入金
	５，０００，０００

	
	
	繰延資産
	
	
	利益
	

	合計
	２０，０００，０００
	合計
	２０，０００，０００


　　　　　　　　当座資産（現金・預金）の必要性

　　　　　　　　　まず、運転資金を確保する。　農業は資金の回収スピードが遅い。

貸借対照表は　当座資産≧流動負債　の状態に！

　　　　　　　　　当座比率（％）＝当座資産／流動負債×１００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当座比率と支払余裕の関係
	当座比率
	支払余裕

	１００％以上
	良い

	８０～１００％
	普通

	８０％以下
	悪い


　　　　　　　　

流動負債の圧縮と固定負債の活用
流動負債（１年以内に返済や支払が必要な債務。短期借入金、未払い金等）の減額を心がける。

　　　　　　　　　　　　　借入金の返済能力＝税引き後当期利益＋減価償却費

１ヶ月あたり、１回あたりの返済金額が少額になるよう心がける。
　　　　　　　　　　　　　長期借入金の償還は、据え置き期間を必要以上に長くとらないこと。
· 資金を分けて考える


[image: image1]
運転資金（現金・預金）の重要性を十分認識すること

自己資金力の弱い新規就農者に最も大切なものは「現金と預金」
基本的な考え方は　　入金＞出金
考え方の優先順位は　①現金回収　＞　②利益獲得　＞③売上増加
初期投資は長期借入金などを活用する
自己資金力の弱い新規就農者の場合、手持ち資金は運転資金に充てる
設備投資（施設および機械）は長期借入金で導入（手持ち資金の出金抑制＝入金）
減価償却費を計上（出金を伴わない費用の発生）→出金の抑制＝入金効果
【注】長期借入金で、その年の返済金額は流動負債として支払余裕を検討する。　
　　　　　　　　　　　
活用できる長期借入金は次の通り。
新規就農者が活用できる主な資金と融資条件

	資金名
	資金の使途
	償還期間（うち最長据置期間）
	貸付限度額
	備考

	就農支援資金
	就農研修資金
	農業大学校や先進農家等で教育・研修を受けるための資金
	青年12年(4)
うち指導研修
12年(1)
中高年齢者
　　 　7年(2)
	農業大学校等
月額5万円
先進農家等
 　　月額 15万円
海外農業研修
　 　月額 15万円
指導研修　　200万円
	青年の場合15歳以上40歳未満、中高年齢者の場合40歳以上65歳未満の方が対象


	
	就農準備資金
	新規参入するための就農先の調査、住居移転等就農準備に要する資金
	青年12年(4)
中高年齢者
   　　7年(2)
	200万円

	

	
	就農施設等資金
	農業経営を開始する際に必要な機械、施設、又は資材の購入等に要する資金
	12年(5)
	青年2,800万円及びそれを超える額については、900万円又は必要な資金の額の1/2のいずれか低い額
中高年齢者1,800万円及びそれを超える額については、900万円又は必要な資金の額の1/2のいずれか低い額
経営開始後５年間
	

	農業近代化資金

　年率１．７％

（Ｈ２５．８．１）

　
	農業経営の規模拡大、その他農業経営の改善に必要な長期運転資金
	認定就農者　　　
１７年（５）
その他担い手
１５年（３）
	個人1,800万円
法人2億円
農業参入法人
1億5千万円
	

	経営体育成強化資金

　年率１．７％

（Ｈ２５．８．１）
	効率的かつ安定的な農業経営が農業生産の相当部分を担う農業構造の確立をするための資金
①前向き投資資金
　農地、牧野の改良や造成、農地等の取得（利用権含む）、農機具、建物等の取得、改良、造成等
②償還負担軽減資金
ア　再建整備資金
　既存営農負債（制度資金を除く）の整理及び経営再建整備資金
イ　償還円滑化資金
　制度資金等の毎年の償還金の円滑な支払いに必要なもの
	２５年（３）
	次の(1)(2)の合計額で　以下の限度内
個人・農業参入法人
　　　　１億５千万円
法人・集落営農組織
　　　　５億円　　　　　　　　
(1)前向き投資資金
融資率80%
(2)償還負担軽減資金
　（再建整備資金）
個人1,000万円
（特認1,750万円特定2,500万円）
農業生産法人4,000万円
（償還円滑化資金）
認定後５年間（特認10年間）に償還する制度資金等の元利金の合計金　
	



5. 就農後の支援活動について

就農前後１年間は集中的な支援を必要とする期間であるという認識をもつこと
· 新規就農者が定期的に普及センターに来所する仕掛けをつくる。
1 青年クラブや青年農業者グループへの参加勧誘。

2 新規就農者向け講座や研修会の開催。

3 試験ほの設置。

4 栽培計画や資金繰り計画等の作成支援と共有化。

· 気さくに相談しやすい関係をつくる。
1 対象新規就農者への現地指導回数を増やす。

2 指導事項については、より具体的で理解しやすい内容となるよう配慮する。
3 生産技術や販売のことだけでなく、生活や地域への参画についてもアドバイスする。
4 常に明るい展望を示し、前向きに語りかけること。

· 大きな失敗を未然に防ぎ、経営ダメージを最小限に抑えるようサポートする。
1 日頃から技術的、経営的な失敗事例を研究しておく。
2 直面するであろう技術的、経営的課題については事前にアドバイスする。

3 現状を分析する手法を伝え（こらぼ活用等）、課題解決能力を高める。

4 小さな成功体験を多くさせるよう心がける。

· 生産、販売、労働、経営、生活など多方面に関する支援を心がける。
1 新規就農者はすべてのノウハウが不足していることを認識しておく。

2 まず現金を回収すること、生活を安定させることを一番に考慮する。

3 場合によっては、本人の意向より安全策を重視すること。

4 新規就農者の定着は、農業も生活もトータルでうまく行く必要があることを認識する。

新規就農相談に際して





新規就農が具体化してきたら・・・





図１：新規就農者の月別労働グラフ








図２：新規就農者の月別資金繰りグラフ








図３：認定農業者の月別労働グラフ








図４：認定農業者の月別資金繰りグラフ








生活資金





営農資金





初期投資





運転資金





長期借入金や家族からの借入金で対応する





自己資金で対応。極力借りない。長期借入メニューあれば活用する





準備資金





就農後の経営安定のために・・・
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